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○栃木県心身障害者扶養共済条例施行規則の一部改正

栃 木 県 規 則 第 三 十 五 号

栃 木 県 心 身 障 害 者 扶 養 共 済 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 年 七 月 六 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 心 身 障 害 者 扶 養 共 済 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

栃 木 県 心 身 障 害 者 扶 養 共 済 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 四 十 五 年 栃 木 県 規 則 第 二 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。
次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 掛 金 の 減 免 ） （ 掛 金 の 減 免 ）

第 五 条 の 二 略 第 五 条 の 二 略

２ 知 事 は 、 前 項 の 掛 金 の 減 免 申 請 書 の 提 出 を 受 け ２ 知 事 は 、 前 項 の 掛 金 の 減 免 申 請 書 の 提 出 を 受 け

て 掛 金 の 減 免 を 承 認 し た と き は 、 掛 金 減 免 承 認 通 た 場 合 に お い て 掛 金 の 減 免 を 承 認 し た と き 、 又 は

知 書 （ 様 式 第 八 号 の 三 ） を 交 付 し 、 掛 金 の 減 免 を 承 認 し な か つ た と き は 、 掛 金 減 免 承 認 （ 不 承 認 ）

承 認 し な か つ た と き は 、 掛 金 減 免 不 承 認 通 知 書 通 知 書 （ 様 式 第 八 号 の 三 ） を 申 請 者 に

（ 様 式 第 八 号 の 四 ） を 交 付 す る 。 交 付 す る 。

３ 掛 金 の 減 免 を 受 け て い る 者 は 、 そ の 減 免 を 受 け ３ 掛 金 の 減 免 を 受 け て い る 者 は 、 そ の 減 免 を 受 け

る こ と と な つ た 事 由 が 消 滅 し た と き は 掛 金 減 免 事 る こ と と な つ た 事 由 が 消 滅 し た と き は 掛 金 減 免 事

由 消 滅 届 書 （ 様 式 第 八 号 の 五 ） を 知 事 に 提 出 し な 由 消 滅 届 書 （ 様 式 第 八 号 の 四 ） を 知 事 に 提 出 し な

け れ ば な ら な い 。 け れ ば な ら な い 。

様 式 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。



（2） 栃 木 県 公 報 号外第37号平成30（2018）年７月６日　金曜日

様式第６号（第４条関係）

加入等不承認通知書

年 月 日

（加入申込者）

様

栃木県知事 印

年 月 日付けで申込みのあつた栃木県心身障害者扶養共済制度への
加入

は、次の理由に
口数追加

より承認しないことに決定しましたので通知します。

（理由）

教示 この決定について不服がある場合は、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して３月以内

に栃木県知事に対して審査請求をすることができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起

算して３月以内であつても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。

また、この決定については、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、栃

木県を被告として（訴訟において栃木県を代表する者は、栃木県知事となります。）、処分の取消しの訴

えを提起することができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内であつ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができな

くなります。）。ただし、この決定について上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。
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様 式 第 八 号 の 三 を 次 の よ う に 改 め る 。

様式第８号の３（第５条の２関係）

加入番号

掛金減免承認通知書

年 月 日

（加入者）

様

栃木県知事 印

年 月 日付けで申請のあつた掛金の減免については、次により承認することに決定しました

ので通知します。

掛 金 の 額 円

減 免 す る 額 円

加入者が納入する掛金の額 円

減 免 す る 期 間 年 月から 年 月まで

様式第８号の３（第５条の２関係）

加入番号

掛金減免承認通知書

年 月 日

（加入者）

様

栃木県知事 印

年 月 日付けで申請のあつた掛金の減免については、次により承認することに決定しました

ので通知します。

掛 金 の 額 円

減 免 す る 額 円

加入者が納入する掛金の額 円

減 免 す る 期 間 年 月から 年 月まで



（4） 栃 木 県 公 報 号外第37号平成30（2018）年７月６日　金曜日
様 式 第 八 号 の 四 を 様 式 第 八 号 の 五 と し 、 様 式 第 八 号 の 三 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。

様式第８号の４（第５条の２関係）

加入番号

掛金減免不承認通知書

年 月 日

（加入者）

様

栃木県知事 印

年 月 日付けで申請のあつた掛金の減免については、次の理由により承認しないことに決定

しましたので通知します。

（理由）

教示 この決定について不服がある場合は、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して３月以内

に栃木県知事に対して審査請求をすることができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起

算して３月以内であつても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。

また、この決定については、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、栃

木県を被告として（訴訟において栃木県を代表する者は、栃木県知事となります。）、処分の取消しの訴

えを提起することができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内であつ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができな

くなります。）。ただし、この決定について上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。



（5）栃 木 県 公 報 号外第37号平成30（2018）年７月６日　金曜日

様 式 第 十 四 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

様式第14号（第６条関係）

年金給付請求却下通知書

年 月 日

様

栃木県知事 印

年 月 日付けで請求のあつた栃木県心身障害者扶養共済条例第７条の規定による年金給付に

ついては、次の理由により支給しないことに決定しましたので通知します。

死亡し、又は重

加 入 番 号
度障害の状態と

なつた加入者

の 氏 名

心 身 障 害 者 年 金 管 理 者

の 氏 名 の 氏 名

理 由

教示 この決定について不服がある場合は、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して３月以内

に栃木県知事に対して審査請求をすることができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起

算して３月以内であつても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。

また、この決定については、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、栃

木県を被告として（訴訟において栃木県を代表する者は、栃木県知事となります。）、処分の取消しの訴

えを提起することができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内であつ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができな

くなります。）。ただし、この決定について上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。



（6） 栃 木 県 公 報 号外第37号平成30（2018）年７月６日　金曜日
様 式 第 十 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

様式第16号（第８条関係）

年金証書番号

年金支給停止決定通知書

年 月 日

様

栃木県知事 印

栃木県心身障害者扶養共済条例第７条の規定により支給されている年金は、次のとおり支給を停止するこ

とに決定しましたので通知します。

追つて、年金支給停止の事由が消滅したときは、速やかに、その旨をお届けください。

年金支給停止の事由

年金支給停止の期間
年 月から上記の年金支給停止の事由が消滅した日の属する月の

前月まで

備 考

教示 この決定について不服がある場合は、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して３月以内

に栃木県知事に対して審査請求をすることができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起

算して３月以内であつても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。

また、この決定については、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、栃

木県を被告として（訴訟において栃木県を代表する者は、栃木県知事となります。）、処分の取消しの訴

えを提起することができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内であつ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができな

くなります。）。ただし、この決定について上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。

様式第16号（第８条関係）

年金証書番号

年金支給停止決定通知書

年 月 日

様

栃木県知事 印

栃木県心身障害者扶養共済条例第７条の規定により支給されている年金は、次のとおり支給を停止するこ

とに決定しましたので通知します。

追つて、年金支給停止の事由が消滅したときは、速やかに、その旨をお届けください。

年金支給停止の事由

年金支給停止の期間
年 月から上記の年金支給停止の事由が消滅した日の属する月の

前月まで

備 考

教示 この決定について不服がある場合は、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して３月以内

に栃木県知事に対して審査請求をすることができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起

算して３月以内であつても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。

また、この決定については、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、栃

木県を被告として（訴訟において栃木県を代表する者は、栃木県知事となります。）、処分の取消しの訴

えを提起することができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内であつ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができな

くなります。）。ただし、この決定について上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。



（7）栃 木 県 公 報 号外第37号平成30（2018）年７月６日　金曜日

様 式 第 二 十 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

様式第20号（第９条関係）

加入番号

弔慰金給付請求却下通知書

年 月 日

様

栃木県知事 印

年 月 日付けで請求のあつた栃木県心身障害者扶養共済条例第13条の規定による弔慰金給付

については、次の理由により支給しないことに決定しましたので通知します。

理 由

教示 この決定について不服がある場合は、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して３月以内

に栃木県知事に対して審査請求をすることができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起

算して３月以内であつても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。

また、この決定については、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、栃

木県を被告として（訴訟において栃木県を代表する者は、栃木県知事となります。）、処分の取消しの訴

えを提起することができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内であつ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができな

くなります。）。ただし、この決定について上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。

様式第20号（第９条関係）

加入番号

弔慰金給付請求却下通知書

年 月 日

様

栃木県知事 印

年 月 日付けで請求のあつた栃木県心身障害者扶養共済条例第13条の規定による弔慰金給付

については、次の理由により支給しないことに決定しましたので通知します。

理 由

教示 この決定について不服がある場合は、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して３月以内

に栃木県知事に対して審査請求をすることができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起

算して３月以内であつても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。

また、この決定については、この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、栃

木県を被告として（訴訟において栃木県を代表する者は、栃木県知事となります。）、処分の取消しの訴

えを提起することができます（この決定があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内であつ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができな

くなります。）。ただし、この決定について上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があつたことを知つた日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。
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　───────────────────────────────────────────────

附 則

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 障 害 福 祉 課 ）


